

















































当し、同書が掲載する都道府県による実施件数は 2005 年度～2014 年度では毎年度
30～45 件前後で推移している。
2）　2007 年から留置法から郵送法に移行した島根県の実施経費は、計画標本が 1000 人
であった留置法による 2005 年分（470.4 万円）・2006 年分（312.9 万円）と比べて、





























　表 3─1 には、2005 年以降の実施が把握できた住民意識調査の実施主体別
件数を示した。『全国世論調査の現況』の収録情報および 2016 年 11 月・12
月に筆者が実施した検索によって把握できた調査の件数である。なお、すで
に触れた通り、公表後数年経過した調査に関する情報をサイトから削除して




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 （2016 年 12 月現在）
2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年
北海道 現況 現況 N 現況 現況 N 現況 現況 N N N
青森県 月報 N N
岩手県 W 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
宮城県 W W W W N W N 現況 N N N
秋田県 現況 現況 現況 現況 現況 N 現況 現況 現況 現況 N N
山形県 現況 W 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
福島県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
茨城県 現況 現況 現況 現況 現況 N 現況 N 現況 現況 N
栃木県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N 現況 現況 現況 N N
群馬県 現況 現況 現況 現況 現況 N N
埼玉県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N N
千葉県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
東京都 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
神奈川 現況 現況 現況 W W W N N N N N
新潟県 現況 現況 現況 月報 現況 N 現況 現況 現況 現況 N




長野県 N N 現況 現況 現況 現況 現況
岐阜県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N N
静岡県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
愛知県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
三重県 現況 N N N N N N 現況 現況 現況 N
滋賀県 現況 現況 現況 N 現況 現況 N 現況 N 現況 N N
京都府 現況 N N N
大阪府 現況 現況 現況 現況
和歌山県 現況
兵庫県 現況 現況 現況 N 現況 N 現況 現況 現況 N N
奈良県 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N N
島根県 現況 現況 月報 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N
岡山県 現況 現況 N 現況 N
広島県 現況 現況 現況 現況
山口県 現況 W 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N N
香川県 W 月報 月報 N 現況 現況 現況 現況 現況 N N












　表 3─2～表 3─8 には、継続的に実施されていた住民意識調査の調査方法の





高知県 N N 現況 現況 現況 現況 現況 現況 現況 N N
福岡県 N 現況 現況 N N N N
佐賀県 N N N N N
長崎県 N 現況 現況 N
熊本県 W W W W 現況 現況 現況 現況 現況 N
大分県 現況
宮崎県 現況 現況 N 現況 N 現況 N N N N
沖縄県 現況 現況 N
収録件数
ネット 2 6 6 5 4 8 5 3 8 8 33 13
現況 25 20 23 21 26 21 26 31 25 27 1 0
WARP 2 5 2 3 2 2 0 0 0 0 0 0
月報 0 1 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0
2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年
　注　N：インターネット・サイトによる公表　　現況：『全国世論調査の現況』に掲載。　　W：WARP
　　『現況』 が調査方法などの情報を収録する調査 （調査結果自体は未収録の場合を含む） の範囲は次の通り。
　　　2005 年度分実施分は、有効回収 500 以上、回収率 50％以上の調査のみ。
　　　2006 年度分実施分は、有効回収 400 以上、回収率 50％以上の調査のみ。
　　　2007 年度分以降実施分は、計画標本数 1000 人以上、回収率 50％以上の調査のみ。







ている。なお、山形県では 2006 年度・2007 年度には、「訪問面接法」「郵送
法」の両方の調査が同一年度内に実施されている。
　ここに挙げた各県において旧方式の最後の調査と新方式の最初の調査の間














2005 年 30（11） 11（4） 18（5） 118（8） 14（6） 2 
2006 年 32（10） 11（3） 19（3） 130（11） 14（12） 1 
2007 年 28（9） 11（3） 18（3） 152（5） 13（6） 3 
2008 年 32（7） 11（3） 19（3） 172（12） 15（7） 5 
2009 年 33（6） 11（3） 19（3） 203（6） 16（8） 19 
2010 年 30（6） 11（3） 20（2） 211（5） 14（8） 10 
2011 年 31（5） 12（2） 19（2） 247（5） 16（6） 18 
2012 年 35（5） 13（2） 20（2） 207（7） 13（8） 12 
2013 年 32（5） 12（2） 23（2） 237（6） 16（5） 13 
2014 年 35（5） 14（2） 19（2） 248（8） 13（5） 21 
2015 年 32（5） 11（2） 19（1） 222（4） 17（4） 24 
　東京圏3） 4（2） 3（1） 5（1） 56（1） 17（4） 3 








年次 2002 年 2005 年 2008 年
調査期間 7月 18 日
 ～8 月 9 日
8 月 4 日
～8 月 19 日
7 月 25 日
～8 月 18 日
調査方法 面接 郵送（督促 2回）
対象者の年齢 20 歳以上
抽出名簿 選挙人名簿
調査票の分量 18 頁 18 頁 18 頁
計画標本 1200 2000 2000 
有効回収標本 902 1012 1347 
対計画標本比率（％）1） 75.2 50.6 67.4 
地域 広島地方生活圏 80.0 49.5 69.4 
備後地方生活圏 69.8 48.3 63.5 
備北地方生活圏 74.3 56.8 68.0 
対有効回収標本総数比率（％）
男女 20～24 歳 5.7 5.5 4.2 
25～29 歳 6.4 3.8 5.7 
男性 20 代 2） 5.9 3.5 4.8 
30 代 5.8 4.4 7.3 
40 代 8.3 6.5 9.6 
50 代 10.0 10.9 12.5 
60 代 11.0 10.4 11.2 
70 代以上 8.2 10.7 6.6 
女性 20 代 2） 5.1 5.1 4.5 
30 代 6.3 7.9 8.4 
40 代 8.0 7.0 8.2 
50 代 9.3 10.5 11.5 
60 代 10.4 12.2 9.2 
70 代以上 11.6 9.9 6.1 











県政に関する世論調査 第 30 回 第 31 回 第 32 回 第 33 回 第 34 回
年次 2004 年 2005 年 2006 年 2006 年 2007 年
調査期間 7月 26 日
～8 月 16 日
8 月 22 日
～9 月 13 日
8 月 2 日
～8 月 22 日
11 月 16 日
～12 月 6 日
8 月 2 日
～8 月 22 日
対象者の年齢 20 歳以上
抽出名簿 住民基本台帳
調査票の分量 12 頁 14 頁 22 頁 10 頁 18 頁
調査方法 面接 郵送
計画標本 2000 1500 3000 3000 3000 
有効回収標本 1433 1081 1467 1539 1466 
有効回収率1） 71.7% 72.1% 48.9% 51.3% 48.9%
地域別回収率（％）
中央 72.7 68.9 47.5 52.1 50.8 
東 71.9 62.2 50.0 49.9 47.7 
南 67.7 63.9 50.9 50.7 48.5 
西 71.5 79.9 46.6 47.6 45.2 
対計画標本比率（％）
男性計 32.8 34.1 21.3 22.8 22.7 
20 代 3.8 3.5 1.8 2.4 2.1 
30 代 4.2 6.4 4.0 3.8 4.0 
40 代 4.4 7.5 3.3 3.8 3.2 
50 代 7.6 6.7 5.1 4.6 4.4 
60 代以上 12.9 10.1 7.1 8.2 9.0 
女性計 38.9 37.9 26.4 27.0 24.8 
20 代 4.2 4.3 2.4 2.8 2.4 
30 代 6.3 6.7 5.3 5.7 8.2 
40 代 6.4 7.0 5.3 4.5 4.3 
50 代 8.7 8.4 5.0 5.6 4.8 
60 代以上 13.5 11.5 8.4 8.3 8.5 
住宅の
形式
一戸建て 53.5 52.7 32.7 33.7 32.0 















年次 2006 年 2007 年
調査期間 7月 10 日～
 7 月 31 日
8 月 8 日～
 9 月 14 日
対象者の年齢 20 歳以上
抽出名簿 選挙人名簿
計画標本総数 1000 2000 
回収標本総数 906 972 
有効回収標本総数 853 969 
有効回収率（％）
全県2） 85.3 48.5 
20 代 7.2 2.7 
30 代 12.0 5.2 
40 代 11.1 6.6 
50 代 19.6 12.3 
60 代 14.3 10.8 
70 代以上 21.0 9.7 
松江市 21.0 12.6 
その他の市 48.4 26.4 






調査方法 郵送1） 面接 郵送1）
平成 19 年度課題調査 平成 20 年度
課題調査
平成 21 年度
課題調査第 1回調査 第 2回調査









調査票の分量 11 頁 14 頁 14 頁 18 頁
計画標本総数 2500 1300 2500 2500
有効回収標本総数 1489 995 1468 1513
地域別回収率（％）
　全県3） 59.6 76.5 58.7 60.5
　　村山地域 4） 61.0 74.0 56.6 62.5
　　最上地域 59.0 85.0 55.8 59.5
　　置賜地域 58.0 69.3 59.1 57.5
　　庄内地域 58.5 81.9 56.3 59.7
対計画標本比率（％）
　　20 代 10.3 15.9 8.3 11.5
　　30 代 13.1 19.2 13.9 13.8
　　40 代 16.7 19.6 16.4 18.0
　　50 代 21.8 20.6 23.1 21.6
　　60～64 歳 12.0 8.1 11.4 11.5
　　65 歳以上 25.2 16.6 26.1 22.3
対回収標本比率（％）

















年次 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
調査期間 11 月 20 日
～12 月 18 日
10 月 10 日
～11 月 20 日
11 月 28 日
～12 月 15 日
10 月 6 日
～10 月 20 日
対象者の年齢 20 歳以上
抽出名簿 選挙人名簿
全県計画標本総数 1200 1200 2000 2000 
有効回収標本総数1） 792 810 1255 1425 
有効回収率（％）2） 66.0 67.5 62.8 71.3 
　対計画標本比率（％）
　　全県年齢層
　　　20 代 6.5 5.8 5.9 6.2 
　　　30 代 10.3 9.8 10.1 10.5 
　　　40 代 11.2 11.5 9.7 10.3 
　　　50 代 14.7 16.1 12.3 14.9 
　　　60 代 11.8 13.8 13.9 16.0 
　　　70 代以上 11.5 9.7 9.3 12.8 
　　生活文化経済圏
　　　松山 26.8 26.9 27.2 30.8 
　　　宇摩 4.3 4.5 4.0 4.1 
　　　新居浜・西条 10.9 11.8 9.9 11.7 
　　　今治 7.4 7.3 7.4 9.3 
　　　八幡浜・大洲 9.9 9.5 7.1 7.6 







北海道（旧方式の最終実施は 1986 年 7 月留置法：76.9％ /新方式の初回は同年 9月
郵送法：63.5％）・山梨県（同 1989 年訪問面接法：80.0％／1992 年留置法：
87.4％）・滋賀県（同 1991 年訪問面接法：77.2％／1992 年郵送法：75.0％）・島根県
（同 1991 年訪問面接法：82.6％／1993 年留置法：92.5％）・岐阜県（同 2000 年訪問
表 3─7　調査方法の変更前後の回収状況（富山県）
調査方法 面接・留置1） 留置
年次 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年
調査期間 8月 8日
～8 月 28 日
8 月 10 日
～8 月 31 日
8 月 15 日
～9 月 10 日
8 月 2 日
～8 月 31 日
対象者の年齢 20 歳以上
抽出名簿 住民基本台帳
調査票の分量 13 頁 14 頁 15 頁 9 頁
計画標本総数 1200 1200 1200 1200 
回収標本総数 991 904 916 1036 
回収率（％）2） 82.6 75.3 76.3 86.3 
　年齢　20 代 10.5 8.3 7.3 7.4 
　　　　30 代 12.3 10.4 10.0 13.7 
　　　　40 代 12.3 12.8 12.1 15.9 
　　　　50 代 17.7 15.2 14.3 14.3 
　　　　60 代 13.4 13.3 16.5 20.3 
　　　　70 代 16.4 15.3 16.3 14.7 
対回収標本総数（％）
　単身 n.a 5.7 3.5 5.4 
　性別　男性 n.a 35.7 36.2 42.1 
　　　　女性 n.a 39.7 40.2 44.3 
　地域　富山 n.a 27.0 27.2 31.2 
　　　　高岡 n.a 24.2 23.9 25.5 
　　　　魚津 n.a 14.1 13.8 18.0 
　　　　砺波 n.a 10.1 11.4 11.7 





面接法：82.7％／2002 年郵送法：87.7％）・宮城県（同 2001 年訪問面接法：68.8％






年次 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
調査期間 6月 1日
～6 月 21 日
6 月 2 日
～6 月 27 日
6 月 27 日
～7 月 15 日
6 月 27 日
～7 月 11 日
対象者の年齢 20 歳以上
抽出名簿 選挙人名簿
調査票の分量 17 頁 16 頁 18 頁 18 頁
計画標本総数 2000 2000 4000 4000 
有効回収標本総数 1507 1288 2199 2323 
有効回収率（％）1） 75.4 64.4 55.0 58.1 
地域別回収率（％）
　　　東部 75.0 63.9 52.2 52.7 
　　　中部 71.6 68.9 55.1 58.6 
　　　西部 79.2 60.8 54.1 59.0 
対計画標本比率（％）
　　20 代 5.9 5.9 5.0 5.1 
　　　男性 2.6 2.9 2.3 2.4 
　　30 代 10.0 8.4 7.6 8.2 
　　40 代 13.9 9.0 9.7 10.8 
　　50 代 15.3 12.0 10.9 12.4 
　　60 代 17.6 13.8 12.7 13.8 
　　70 代以上 12.8 15.5 8.9 7.7 
住宅の形式
　　一戸建て 66.5 54.9 48.8 48.7 
　　共同住宅 8.6 9.0 5.2 6.7 
居住年数




















索では宮城県による調査（2012 年・2013 年・2014 年・2015 年）だけしか年








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10 代は 20 代よりもやや高く、70 代以上は 60 代よりもやや低くなっている。

































（％ )下限 上限 区分5)
面接
茨城県 2015 年 7 月 12 1500 住基台帳等 20 ─ 10 歳 不明 73.7
埼玉県 2016 年 7 月 24 3000 住基台帳 18 ─ 10 歳 18 72.5
東京都 2016 年 7 月 17 3000 住基台帳 18 ─ 10 歳 18 60.2
留置
富山県6) 2016 年 9 月 31 2000 住基台帳 20 ─ 10 歳 16 82.1
沖縄県 2015 年 8 月 41 2000 住基台帳 15 74 10 歳 29 69.7
郵送
北海道 2016 年 8 月 不明 1500 住基台帳 20 ─ 10 歳 20 50.3
岩手県 2016 年 1 月 不明 5000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 19 71.5
宮城県 2015 年 12 月 21 4000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 27 47.8
秋田県 2016 年 6 月 27 4000 住基台帳 18 ─ 10 歳 16 50.1
山形県 2015 年 5 月 17 3000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 19 59.1
福島県 2015 年 7 月 15 1300 住基台帳 15 ─ 10 歳 16 54.8
栃木県 2016 年 5 月 23 2000 住基台帳 20 ─ 10 歳 16 68.7
群馬県7) 2016 年 6 月 21 3300 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 11 50.4
千葉県 2015 年 8 月 20 3000 住基台帳 20 ─ 10 歳 21 50.1
神奈川県 2016 年 8 月 25 3000 住基台帳 20 ─ 10 歳 16 43.2
新潟県 2015 年 10 月 32 2000 選挙人名簿 20 74 10 歳 15 56.2
石川県 2014 年 9 月 18 5000 住基台帳 20 ─ 10 歳 21 54.6
岐阜県 2016 年 7 月 18 3000 住基台帳 20 ─ 10 歳 15 51.1
静岡県 2015 年 6 月 14 4000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 19 59.3
愛知県 2016 年 10 月 18 3000 選挙人名簿 18 ─ 10 歳 15 53.7
三重県 2015 年 11 月 不明 10000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 12 52.4
滋賀県8） 2016 年 6 月 19 3000 選挙人名簿・住基台帳 20 ─ 10 歳 19 51.9
京都府 2016 年 6 月 不明 4900 住基台帳 20 ─ 10 歳 不明 42.1
兵庫県9) 2015 年 8 月 22 5000 住基台帳 20 ─ 10 歳 4 61.7
奈良県 2016 年 5 月 不明 5000 住基台帳 20 ─ 5 歳 17 53.3
島根県 2015 年 8 月 不明 2000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 17 68.8
岡山県 2016 年 6 月 22 2500 住基台帳 20 ─ 10 歳 不明 54.0 
広島県 2014 年 10 月 39 2000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 11 60.0 
山口県 2016 年 5 月 19 3000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 20 55.7
香川県 2016 年 6 月 22 3000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 22 54.6
愛媛県 2015 年 11 月 16 2000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 不明 57.6
高知県 2016 年 8 月 22 3000 住基台帳 18 ─ 10 歳 58 52.1
福岡県 2016 年 7 月 21 4000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 16 54.5
佐賀県 2014 年 7 月 15 3000 選挙人名簿 20 ─ 10 歳 20 49.9
長崎県 2015 年 11 月 22 3000 住基台帳 18 ─ 10 歳 14 56.6
熊本県 2015 年 6 月 15 1500 住基台帳 20 ─ 10 歳 15 51.7
宮崎県 2016 年 2 月 不明 3500 住基台帳 18 ─ 10 歳 14 42.7
　1）　2014 年以降実施分に限定した。　　2）　実地調査の開始日。
　3）　日数。実地調査の期間が延長されている場合は、延長後の日数を掲げた。
　4）　住民基本台帳には、「外国人」住民が 2012 年 7 月以降掲載されている。





























































下限／上限 （A） （B） （C） （A）／（B）
面接
茨城県 2010 年 9 月 20／なし 7.9 14.0 13.6 56.6 68.3
埼玉県 2010 年 7 月 20／なし 10.0 14.4 14.0 69.5 110.5
東京都 2010 年 8 月 20／なし 11.1 16.1 15.6 68.9 106.0
留置
富山県 2009 年 8 月 20／なし 9.5 11.9 11.6 79.6 94.7
沖縄県 2009 年 10 月 15／74 11.5 16.5 16.6 69.7 57.9
同上 同上 20 代前半 5.4 7.5 8.0 （72.3） ―
郵送
北海道 2010 年 7 月 20／なし 8.9 12.8 12.4 69.7 35.4
岩手県 2011 年 2 月 20／なし 7.9 11.7 11.4 67.7 96.0
宮城県 2009 年 3 月 20／なし 8.7 14.8 14.3 58.8 125.0
秋田県 2010 年 6 月 20／なし 9.9 10.6 10.2 93.6 43.7
山形県 2009 年 7 月 20／なし 11.5 11.9 11.6 96.3 87.5
福島県 2010 年 7 月 15／なし 7.8 13.1 12.3 59.7 103.5
栃木県 2010 年 5 月 20／なし 8.1 13.9 13.5 58.3 91.0
千葉県 2010 年 8 月 20／なし 10.2 14.5 14.0 70.4 107.7
神奈川県 2010 年 8 月 20／なし 7.8 14.7 14.2 53.2 95.0
新潟県 2009 年 10 月 20／なし 8.7 12.4 12.1 70.4 ―
福井県 2009 年 8 月 20／なし 8.5 13.0 12.8 65.6 57.1
長野県 2010 年 5 月 20／なし 6.7 12.0 11.7 55.9 97.4
岐阜県 2009 年 7 月 20／なし 6.6 13.1 12.8 50.2 47.1
静岡県 2011 年 6 月 20／なし 9.1 13.2 12.9 68.9 81.2
愛知県 2009 年 7 月 20／なし 9.4 14.1 14.7 66.4 114.3
三重県 2009 年 3 月 20／なし 6.4 13.1 12.9 48.8 61.2
滋賀県 2009 年 6 月 20／なし 8.4 15.0 14.7 55.9 67.2
兵庫県 2009 年 10 月 20／なし 9.0 13.7 13.4 65.7 106.8
同上 同上 20 代前半 4.7 6.6 6.1 （71.1） ―
奈良県 2009 年 5 月 20／なし 12.6 13.5 13.2 93.3 116.1
広島県 2011 年 9 月 20／なし 8.9 13.5 13.2 65.9 129.1
同上 同上 20 代男性 4.3 6.9 6.4 （63.0） ―
宮崎県 2010 年 2 月 20／なし 8.2 12.4 11.4 66.1 97.4
香川県 2009 年 6 月 20／なし 8.6 12.6 12.2 68.4 60.4
愛媛県 2009 年 10 月 20／なし 8.6 12.1 11.9 70.9 77.3
高知県 2009 年 9 月 20／なし 6.7 11.3 10.9 59.5 89.3
佐賀県 2010 年 6 月 20／なし 7.4 13.7 13.3 54.0 104.9
同上 同上 20 代男性 （3.0） （6.7） （6.8） （44.6） ―
長崎県 2009 年 11 月 15／なし 7.4 11.3 11.1 65.4 63.8
熊本県 2010 年 5 月 20／なし 11.3 13.2 12.1 85.5 77.0
　1）　実地調査の開始日。
　2）　山形県・千葉県・愛知県・沖縄県は 65 歳以上。




基本台帳人口に占める 20 代の比率は、後掲の表 5─2・表 5─3 に示すように
短期間における変動は小さいので、対象期間の中間の時期（2010 年前後）
および期末の時期（2015 年前後）に実施された調査だけを取り上げる。
　表 5─2 には、20 歳以上が調査対象の全年齢層に占める 20 代の比率を、
2010 年前後に実施された調査における回収標本と接近した時点の住民基本






















分未満と大幅に低くなっている。70 歳以上については、表 5─2 と同様に住
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1 月 1 日
2016 年
1 月 1 日
下限／上限 （A） （B） （C） （A）／（C）
面接
茨城県 2015 年 7 月 20／なし 9.6 12.5 12.2 78.5 107.2
埼玉県 2015 年 7 月 20／なし 8.4 12.9 12.8 65.9 90.6
東京都 2015 年 8 月 20／なし 9.6 14.5 14.5 66.3 105.3
留置
富山県 2015 年 9 月 20／なし 8.3 11.0 10.9 76.4 37.6
沖縄県 2015 年 8 月 15／74 12.1 15.4 15.1 80.1 36.2
同上 同上 20 代前半 5.5 7.4 7.3 74.9 ―
郵送
北海道 2016 年 8 月 20／なし 6.2 11.2 10.9 56.6 78.9
岩手県 2016 年 1 月 20／なし 5.8 10.5 10.2 56.7 89.1
宮城県 2015 年 12 月 20／なし 8.0 12.9 12.6 63.4 103.2
秋田県 2014 年 6 月 20／なし 6.9 9.1 8.9 77.5 66.2
山形県 2015 年 5 月 20／なし 7.1 10.6 10.4 68.5 91.6
福島県 2015 年 7 月 15／なし 5.5 11.0 10.8 50.8 118.5
栃木県 2015 年 5 月 20／なし 8.3 12.4 12.1 68.6 113.0
群馬県 2015 年 5 月 20／なし 10.6 12.1 11.9 88.9 74.9
千葉県 2015 年 11 月 20／なし 8.0 12.7 12.6 63.6 125.2
神奈川県 2015 年 8 月 20／なし 6.4 12.9 12.8 50.0 87.0
石川県 2014 年 9 月 20／なし 9.8 12.3 12.2 80.4 86.3
岐阜県 2015 年 7 月 20／なし 10.0 12.1 11.9 84.1 36.7
静岡県 2015 年 6 月 20／なし 5.1 11.9 11.6 43.9 77.9
愛知県 2015 年 11 月 20／なし 11.1 13.8 13.6 81.4 33.3
三重県 2015 年 11 月 20／なし 7.0 12.2 12.0 58.4 91.2
滋賀県 2015 年 6 月 20／なし 7.1 13.4 13.1 54.3 76.3
兵庫県 2015 年 8 月 20／なし 7.6 12.3 12.1 62.6 115.0
奈良県 2015 年 5 月 20／なし 6.5 12.0 11.8 55.3 111.7
同上 同上 20 代前半 2.8 6.1 6.0 46.7 ―
島根県 2015 年 8 月 20／なし 7.4 10.6 10.4 71.1 91.5
岡山県 2015 年 6 月 20／なし 7.3 12.5 12.3 59.4 87.4
広島県 2014 年 10 月 20／なし 7.2 12.4 12.3 58.6 109.8
香川県 2015 年 6 月 20／なし 5.0 11.5 11.3 44.2 110.0
愛媛県 2015 年 11 月 20／なし 6.3 11.0 10.8 58.6 94.6
高知県 2014 年 8 月 20／なし 9.1 10.0 9.8 92.9 26.4
福岡県 2016 年 7 月 20／なし 10.0 13.3 13.0 76.9 77.9
佐賀県 2014 年 7 月 20／なし 7.4 12.2 11.8 62.6 98.8
熊本県 2015 年 6 月 20／なし 7.5 11.7 11.4 65.9 103.5
宮崎県 2015 年 2 月 20／なし 6.3 10.9 10.6 59.6 87.1
　1）　実地調査の開始日。
　2）　山形県・千葉県・愛知県は 65 歳以上。






















茨城県 2015 年 7 月 1500 5 73.7 県北 78.4 県南 70.5
埼玉県 2015 年 7 月 3000 10 71.9 川越 78.5 南部 62.5
留置 富山県 2015 年 9 月 1200 4 87.1 砺波地区 88.7 富山市 86.2
郵送




秋田県 2016 年 6 月 4000 8 50.1 鹿角 56.9 平鹿 43.5
栃木県 2016 年 5 月 2000 3 68.3 県央 70.4 県南 66.6




千葉県 2015 年 11 月 3000 11 50.1 夷隅 60.0 東葛飾 45.8
神奈川県 2015 年 8 月 3000 7 46.2 相模原市 52.5 県西 39.2
神奈川県 2014 年 8 月 3000 7 46.8 県西 47.5 川崎市 42.6
石川県 2014 年 9 月 5000 4 54.6 奥能登 57.7 石川中央 51.6




三重県 2015 年 11 月 10000 5 52.4 中南勢 54.1 伊勢志摩 49.5
滋賀県 2015 年 6 月 3000 7 52.0 甲賀 55.3 大津市 48.9
兵庫県 2015 年 8 月 5000 10 61.7 丹波 67.0 阪神南 52.8
奈良県 2015 年 8 月 5000 6 54.4 東部 56.7 南西部 43.5
広島県 2014 年 10 月 2000 3 60.0 備後地方 61.8 広島地方 58.2
香川県 2016 年 6 月 3000 5 54.6 小豆圏域 60.0 中讃圏域 51.8
高知県 2015 年 8 月 3000 8 57.8 高吾北広域圏 61.1 仁淀川広域圏 46.1
長崎県 2015 年 11 月 3000 5 56.6 県南地域 57.7 島原半島地域 51.0
郵送・
ネット2）
大分県 2013 年 11 月 5000 6 58.7 豊肥地域 59.7 西部地域 50.8












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　表 5─5 には、2005 年以降の時期に同一の調査方法によって実施された継
続調査の回収率を示した。同一年に複数の調査を実施している場合は、実地
調査が年央に近い時点に開始された調査の回収率を採用した。前半（2010















票が 44 頁であった 2009 年・2011 年実施分では「設問の量が多い」という評価が 8
割を超えていたが、調査票が 34 頁に減った 2012 年では「多い」は 62％、調査票
都道府県による住民意識調査の最近の回収状況について （山田）
─ 76 ─
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